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令和元年度坂東市総合教育会議  議事録  

１  招集日時   令和元年１０月１８日（金）  

午後１時３０分～午後２時２５分  

２  招集場所  坂東市役所３階大会議室  

３  出席委員  坂東市長       木  村  敏  文  

教  育  長       倉  持  利  之  

   教育長職務代理者   田  中  芳  文  

  教育委員             井  口  理  恵  

  山  口  直  通  

  和  田  孝  行  

４  欠席委員  なし  

５  事務局出席者   教育部長            松  﨑  和  人   

学校教育課長            逆  井  克  広  

           指導課長              渡  辺  信  之  

           生涯学習課長          小  林  修  二  

             国体・五輪スポーツ振興課長  滝  本  勝  利  

            図書館・資料館長         中  田  文  子  

          市民音楽ホール館長      遠  藤    尚  

          学校教育課課長補佐兼係長   寺  崎  和  子  

６  市長部局出席者  企画部長            金久保  吉  之  

保健福祉部長         吉  岡  浩  之  

市長公室長          青  木    栄  

政策調査課長         真  中  明  美  

企画課長           菊  池  和  則    

社会福祉課長         中  村  一  夫  

こども発達センター主幹    中  込  亜  弓  

こども課長          木  村  紀  子  

こども課課長補佐 兼係長    古  矢  登志樹  

            健康づくり推進課長      渡  辺  幸  子  

            健康づくり推進課技幹     塙    麻  美  
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７  会議案件  

（１）市長挨拶  

本日は、お忙しい中、坂東市 総合教育会議にご出席をいただきまして

誠にありがとうございます。  

また、教育委員の皆様には、日頃から本市の教育行政のみならず、市

政各般にわたり、ご協力を賜り重ねてお礼を申し上げる次第でございま

す。  

本会議につきましては、地方公共団体の長と教育委員会が教育行政の

大綱や重点的に講ずべき施策等について協議、調整を行う場であり、両

者が教育政策の方向性を共有し、一致して執行にあたるためのものです。 

本日の議題は、３件ございまして 、まず平成２７年度１２月に策定い

たしました「坂東市教育に関する大綱」の今後の改定について、次 に、

就学前・就学後の子どもの発達支援について、最後に、教職員の働き方

改革についてとさせていただいております。  

教育委員の皆様や関係者の方々と十分な意思疎通を図りつつ、保健福

祉部と連携して情報共有を図り、時代の流れに即した民間の活用など多

面的な角度から本日の協議をしたいと考えております。是非ともみなさ

んからの忌憚のないご意見をいただきたいと思います。  

そして、この総合教育会議を通じまして、教育施策の方向性を共有し、

より一層、保護者をはじめ市民の皆様の声を反映しました教育行政の推

進を図ってまいりたいと考えており ますので、よろしくお願いいたしま

す。  

（２）協   議   

   ①「坂東市教育に関する大綱」の改定に向けて  

   ②就学前・就学後の子どもの発達支援について  

   ③教職員の働き方改革について  

 

８  会議概要  

○開  会  

市長から開会の宣言がなされた。  
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○協  議  

 ①「坂東市教育に関する大綱」の改定に向けて  

   （学校教育課長より資料に基づき説明）  

最初に、資料１の資料をご覧ください。地方教育行政の組織及び運営

に関する法律の一部を改正する法律の概要になります。  

中を開いてご覧ください。教育委員会制度こう変わる とありますが、

こちらは平成２７年４月１日から施行されました新制度の概要になりま

す。この施行日以降に教育長が変わる場合には、すべて新制度に移行し

なければならず、坂東市も施行日に教育長が変わりましたので新制度に

移行いたしました。  

大きな特徴といたしました、ポイントとして４つありますが今回は３

つのポイントを説明させていただきます。  

資料左上のポイント①にあります、新「教育長」の設置になります。

上の図が従来、赤の矢印先が新制度になります。今までは図の青の教育

長と黄色の教育委員長がおりましたが、新制度では教育長を議会 の同意

を得て首長が任命することになります。このため教育委員長は廃止され、

図の緑色の新教育長が任命されることになりました。またこれに伴い、

こちらの図にはありませんが教育委員の中から教育長の代理として職務

代理者を選任することとされました。  

右上のポイント③にあります、総合教育会議を設置についてになりま

す。  

赤い矢印先に「総合教育会議」とありますイメージ図にもありますよ

うに、本日みなさまにご出席いただいた会議になります。その右側に□

が３つほどありますが、一番下の□に協議・調整事項は以下のとおりと

ありますように、  

①教育行政の大綱の策定  

② 教 育 の 条 件 整 備 な ど の 重 点 的 に 講 ず べ き 施 策 （ 今 回 の 協 議 内 容 の

（２）になります）  

③児童・生徒などの生命・身体の保護等緊急の場合に講ずべき措置な

どとなっております。  
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新制度からは、このポイント③総合教育会議の開催と、右下のポイン

ト④にあります、教育に関する大綱を首長が策定することが必須となり

ました。  

資料裏面のＱ＆ＡのＱ６をご覧ください。こちらに、大綱が対象とす

る期間について、法律上に規定はありませんが、首長の任期が４年であ

ることや、国の教育振興基本計画の対象期間が５年であることに鑑み ４

～５年程度のものとして定めることを想定していますとあります。  

次 に 、 お 手 元 に 配 布 し て あ り ま す 、 教 育 に 関 す る 大 綱 と い う 資 料 、 A

４サイズで５ページからの資料になります。こちらは先ほども説明させ

ていただきましたように、平成 27 年 4 月 1 日に新制度に移行したために、

平成 27 年 12 月に策定したものです。２ページをご覧ください。②計画

期間として平成 28 年度から概ね５年間としたのも、先ほどのＱ６にあり

ました期間にもとづいております。  

お手元の資料、（１）「坂東市教育に関する大綱」の改定に向けてとい

う資料をご覧ください。  

左上に教育大綱として概ね５年ということで、平成 ２８年から令和２

年までが緑の実線で期間が示されております。  

当初の計画では令和３年度から新たに教育に関する大綱の改定を行う

予定になりますが、現在の教育に関する大綱の課題や見直し、また、表

の中段にあります、長期ビジョンや戦略プラン（４年）との整合性を図

りながら、新たな教育に関する大綱を策定していきたいと考えておりま

す。そのため緑の点線のように１年間延長し、令和４年度から４年間の

新しい教育に関する大綱の策定スケジュール案を今回ご提案させていた

だければと思います。  

また、資料の一番下に記載してありますが、教育に関する大綱を坂東

市では初めて策定するに当たり、本来ならば市長部局で策定するところ、

教育委員会が事務局となり策定した経緯がございます。今後は坂東市の

長期ビジョンや戦略プランとの整合性、横断的な取組など多角的な視野

から策定できるように、市長部局が事務局となり、教育行政につきまし

てはもちろん教育委員会も一緒になり、総合教育会議で策定していく方
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向で検討してまいりたいと考えております。  

以上が説明になりますので、よろしくお願いいたします。  

（概要：平成２７年１２月に策定した「教育大綱」の改定時期と方向性

については、現在の坂東市教育に関する大綱は、平成２８年度から概ね

５年の計画期間 (令和２年度 )となっているが、坂東市総合計画・ばんど

う未来ビジョンとの整合性をかんがみて、改定は令和３年度中の総合教

育会議で行い、第２期戦略プラン（４年）の実施時期である令和４年度

からの実施としたい。  

また、現在の坂東市では、「総合教育会議に関すること」の事務を教育

委員会に補助執行しているが、地方教育行政の組織及び運営に関する法

律では、総合教育会議を首長が招集し、構成員の首 長と教育委員会で教

育大綱について協議・調整することとなっているため、 市長部局が事務

局となり、教育行政はもちろん教育委員会も一緒になり、総 合教育会議

で策定していく方向で検討してまいりたい 。）  

 

 【主な質疑・意見等】  

  （山口委員）  

    教育大綱の改定については、令和３年度中の総合教育会議で諮

り策定していくということですね 。  

  （学校教育課長）  

    はい。令和３年度中の総合教育会議で諮り策定していきます。  

（井口委員）  

ご説明いただいた 資料にもありますように、策定者が市長とい

うことなので、市長部局がされるのが良いのではないかと思いま

す。  

  （和田委員）  

    長期ビジョンや戦略プランとの整合性を図るという意味では、

やはりこの時期に改定するというのが適当 かと考えます。  

  （市長）  

    そうですか。スケジュール的には、おおむね事務局の提案の内
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容で進めていくということで もよろしいでしょうか。  

  （各委員）  

    はい。結構です。  

  （市長）  

    そうですね。中身についてはどうでしょうか。 改定の内容につ

いてもこちらにあるとおりに沿う形で 進めていくということでも

よろしいでしょうか。  

  （各委員）  

    はい。大丈夫です。  

 

②就学前・就学後の子どもの発達支援について  

 （学校教育課長より資料に基づき説明）  

資料２ページをご覧ください。  

 子どもの発達支援について、どのような課がどのタイミングでどのよ

うに関わっているかの概略図になっております。  

 就学前、就学後の大きく二つのグループになっております。年齢・学

年が中央にあります。  

 就学前の発達支援につきましては、こども発達センター「つくし」が、

就学後につきましては、こども発達センター「にじ」が中心となってお

りますので、大きな二つのグループにそれぞれ入っております。  

 次に、中央右上の健康づくり推進課の枠をごらんください。  

 乳幼児相談・発達支援教室に赤のアンダーラインがあると思います。

赤のアンダーラインがあるものについては、縦方向の赤の矢印、この場

合ですと０歳から６歳までを対象として行っている事業という意味にな

ります。  

 健康づくり推進課では、１歳６ヶ月健診、２歳児歯科検診、３歳児健

診などを中心に発達の確認やスクリーニング（適性判断）を行い、支援

を要するお子さんや保護者と最初に関わりを持つ機会が多い課になって

おります。  

 また、ペアレントトレーニング（親子教室）や巡回 相談なども実施し
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て支援しております。  

 その左脇にはこども課の枠があります。  

 ６か月から年長クラスまで、認定こども園や幼稚園などに入園するお

子さんに関して、介助が必要な園児につきましては介助補助員の配置、

各園等への巡回相談（図では就学前のみになっておりますが、実際には

１８歳まで行っております）、こども課の窓口には子育て支援員を配置し、

子育ての相談などで支援を行っております。  

 年長クラス、６歳児になりますと新たに小学校に入学するお子さんを

対象に、学校教育課にて就学時健診を行います。その際に指導課にて認

定こども園や幼稚園等に訪問し就学相談を行った情報をもとに健診時に

立ち会っていただき、お子さんの発達状況などの確認を行っております。

また、就学時健診時には保護者の方も参加していただいておりますので、

保護者の方に生涯学習課で家庭教育学級を実施しております。   

 次に就学後の発達支援といたしましては 、指導課の枠をごらんくださ

い。指導課では教育支援委員会を開催し、 協議及び審議をおこない、児

童生徒への早期からの一貫した教育支援・就学支援を行っております。

また、介助が必要な児童に対しては介助補助員の配置を実施しておりま

す。  

 右側の生涯学習課の枠をごらんください。生涯学習課では、先ほどあ

りました家庭教育学級を３ヶ月健診から中学校まで実施しております。

放課後等福祉連携支援事業では、保護者、学校、放課後デイサービス事

業者との連携や情報交換を行い、放課後デイサービスを利用される児童

への支援を行っております。訪問型家庭教育支援事業では不登校や引き

こもりなどの児童生徒の家庭を対象に家庭訪問し家庭教育支援をおこな

っております。  

 概略図の説明は以上になりますが、就学前・就学後とグループに分け

させていただいておりますが、図のように横の枠だ けではなく、もちろ

ん縦の枠同士も情報共有や連携して発達支援を行っております。  

 事前に配布させていただきました資料の３ページから１１ページには

各課の子どもの発達支援についての事業概要や実績、課題などをまとめ
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させていただいております。  

 各事業等につきましてのご意見、ご質問等につきましては、本日参加

していただいております各担当課、各担当者にて対応をさせていただき

たいと思いますのでよろしくお願いいたします。  

（概要：発達支援については、教育現場の懸案事項であり保健福祉部と

の連携が不可欠である。就学前から早期に情報 を共有しながら長期的に

取り組んでいくことが、発育状況を改善し 、教育現場の負担を軽減する

ことにつながるため方向性を共有し確認していきたい 。）  

  （学校教育課長より資料に基づき説明）  

【主な質疑・意見等】  

（田中委員）  

 資料を読ませていただきましたが、 各課で一番の課題というもの  

がありましたら、このような機会ですので お聞かせ願いたいと思い  

ます。  

 また、それについて解決できることがあればいいかと思いますし、 

もしもそれが難しいよう なことであれば、期間をかけてでも 検討し

なければならないと思いますのでよろしくお願いいたします。  

  （市長）  

   田中委員からも現場の生の声をというご意見かと思いますので、

日常の業務の中で 提案や報告がありましたらお願いします。  

  （指導課長）  

   資料９ページをご覧ください。今年度から就学時健康診断での ス

クリーニングということで指導課から指導主事を派遣し 、発達支援

について早い段階でお子さんの障害を把握し 、できるだけ手厚い支

援ができればということで今年から各学校に訪問させていただい て

いるところです。合わせて、教育支援委員会での審議数ですが昨年

度は７７名、今年度は９０名となっております。保護者との協議が

済んでないものがあるため今年度はおおむね８０名程度と見込んで

おります。  

   また、介助補助員の配置ですが要望数４４名に対して配置数２４
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名となっており、学級の運営としてできるだけ配置したいところで

すがなかなか人員がみつからないということが課題です。  

  （社会福祉課長）  

   発達支援センターつくしの課題ですが、平成２５年開設時は人員  

  配置も適正ではありましたが、その後発達支援の周知 もされ現在利  

用されるお子さんもかなり増えてまいりました。 そのような中で人  

員配置される職員は資格を持った者になりますが、募集をしてもな  

かなか集まらないというのが現実です。  

また、発達支援センターにじ の課題ですが、こちらも現状の人員  

体制では、十分な養育が難しく児童指導員の人員確保が難しいとこ

ろです。  

（こども課長）  

幼稚園・こども園でも年々支援を要するお子さんが増加しており、 

  発達支援センター、健康づくり推進課とも連携し て支援をしており

ますが保育士だけでの対応では足りず、介護補助員を配置している

状況です。また、介助補助員がどのように関わっていくかという連

携などが課題となっています。  

  （健康づくり推進課）  

   健康診査、発達支援教室等において、問診による発達相談を実施

し必要に応じて養育指導を発達支援センターつくしに依頼しますが、 

  指導員不足により１１月以降は新規の受け入れが困難な状況となっ

ております。  

（生涯学習課）  

放課後等福祉連携支援事業については、福祉部門との更なる連携  

  を図る必要があると考えています 。今後、公立である発達支援セン

ターが、学校と放課後デイサービス事業所等の政策の中心的 な組織

を担っていくということを人的配置の点からも検討していただけれ

ばと思います。  

  （市長）  

はい。以上現場の声のいうことで、発言がありましたが、何かご  
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  ざいますでしょうか。  

  （田中委員）  

   いろいろな課題を聞くことができました。これをもとに各課で情

報を共有、連携してやっていく必要があると感じました。  

  （井口委員）  

   生涯学習課長からもありました、放課後デイサービスを利用して

いるお子さんはとても多く、学校内また園の中では、介助補助員の

方にみていただいていると思いますが、 それ以外のいろいろな場面

でも時間を共有し子どもたちは成長しているので、親密なコミュニ

ケーションを各部門間で図っていただいて、対象となる子どもたち

だけを考えるのではなく、社会全体の中で知っていただくというよ

うな幅広い切れ目のない連携が必要だと感じました。 それから、人

員不足というような仕事に当たってくださるような方が見つからな

いということですが、やはり給与のことや、時間が長時間になって

しまうことで拘束されてしまうなど条件が厳しいので、うまく複数

の人でローテーションしながら行うなど難しい問題ではありますが、

今は人員確保というとこ ろに集約されてしまいますので皆で考えて

いかなければならないのかと思います。  

  （市長）  

   予算の確保ができていてもなかなか 勤務についていただける方が  

  見つからないという状況もありますので、委員の方々にも各部署の

情報共有の場に加わっていただいて、お知り合いの方々を紹介して

いただくなどお願いできればと思います。  

  （山口委員）  

   実際に支援事業所の近くを通りかかりますと、いつも保護者送迎

で駐車場はいっぱいになっています。 発達支援の必要な子どもたち

が増加して、指導者の人数が少ないことが大きな課題に なろうかと

思います。時代がそうさせているのかもしれませんが何とか早急に

解決できたらなといつも感じています。  

   （井口委員）  
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   お聞きしたいことがありまして、ハンドブック「にじのかけはし」

ですが現状の取扱いについて配布するだけなのか、またそれを広め

るために説明をしているのか教えてください。  

   また、資料２ページの就学後の訪問型家庭教育支援事業で高校生

のことが書いてありましたが、現状高校生に対する支援はどこまで

周知できて利用者がいるのかどうか 教えてください。  

   （生涯学習課長）  

   まず「にじのかけはし」ですが、作成したのち校長会、教頭会、

教務主任会におきまして説明をしています。あわせて各小学校と事  

業 者 に は 配 布 し て お り ま す が 、 具 体 的 な 指 導 の レ ク チ ャ ー 等 の   

取組みはできていないという状況ですので、今後はそ の点をやって

いこうという内部での協議が進んでいるところで す。  

   また、訪問型家庭教育支援事業は高校生までとなっておりますが、

中学校３年間の支援を継続して 卒業されたお子さんもいらして、支

援員さんの取組みの中で 経過として観察していきたいということが

ございまして、現在の高校生に対しても同じように 訪問をしながら

観察しているというのが実状です。  

   （井口委員）  

   継続的に卒業したから終わりではなくて、ということですね。  

   （和田委員）  

     先ほど学校の介助補助員不足の話しがありましたが、言語や情緒

通級の先生を活用するとか養護の先生にお願いするということはい

かがなものでしょうか。  

  （指導課長）  

   学校の規模にもよりますが、特別支援学級の先生が各教室に行っ

て指導したりあるいは、寄り添って指導したりということは現状で

も行っております。特に養護教諭、特別支援学級の先生方について

は専門的な仕事もございまして全ての時間を支援できるということ

もできませんので、介助員としての寄り添い方を含めて検討しつつ

人員の配置を進めていきたいと考えております。  
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③教職員の働き方改革について  

（指導課長より資料に基づき説明）  

資料の１２ページをご覧ください。③ の平成３０年９月から実施

しております給食費口座振替対応によって、保護者、学校事務職員

の負担軽減が大きく図られました。また、現金を 取り扱うことがな

くなったことからも徴収 集金時の事故の発生がなくなりました。④

の平成３０年４ 月から導入している出退勤管理システ ムにつきまし

ては、資料１４ページにあります、 勤務時間の管理及び教職員の勤

務時間に関する意識改革を進めるうえで、重要な数値となっており

ます。ただ一般職員については、特に中学校での課題が多く学校閉

庁日の実施や坂東市で作成している部活動の運営方針、各学校の 運

営方針に示されている活動時間の設定を重視することによって勤務

時間の改善が図られるよう積極的に働きかけをしていくところです。 

 さらに資料１３ページにありますように今年度、働き方改革検討委

員会を設置いたしました。７月に第１回を開催し今後も２回の開催

を予定しており ます。  

（概要：介護補助員等のスタッフ不足、 部活動方針について 、時間

外の留守番電話の設置等について協議し今後の改革につなげたい。） 

  【主な質疑・意見等】  

   （和田委員）  

   働き方改革も徐々に進んでいるかと思いますが、意見として各学

校にエアコンが入りましたので、 夏休みを短くし普段余裕を持たせ

取り組めるようにするとか、２学期制にするとか学校管理規則の改

正等もありますが、検討してもいいのかと思います。  

   （井口委員）  

   資料１３ページの各学校の行事の削減について、もちろん先生方

の働き方改革は、 意識の改革をしてできる限り子どもたちにゆとり

を持って指導にあたっていただくためのいろいろな施策だと思いま

すが、子どもたちが行事やイベントの中で成長していく ひとつひと
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つがすごく大事なものだと思います。子どもたちや保護者への啓蒙

がとても大事になってくると思いますが、各学校長さんの責任でや

っていただくということなの でしょうか。  

   （指導課長）  

   各学校の行事に関しましては、学校長、ＰＴＡ 、地域の関係もあ

りますのでその中で学校が決めていきます 。委員さんがおっしゃっ

たように子どもたちにとってはひとつひとつ成長 のために大事な行

事になることから も、地域や子どもたちの実態と教職員の働き方改

革と、ひとつの行事をなくすとか削減するとかではな く、中身をよ

り充実し質を高めていくとか時間を短くするとか、少しず つの改革

あるいは、工夫を進めていければいいのかと考えております。この

ようにいろいろなご意見をお聞かせいただきながら学校と検討して

まいりたいと思います。  

   （井口委員）  

   このようなお話しをしたのは、 今まであったものがなくなるとい

うのは保護者感覚では、どうして急になくなってしまったの。とい

うように、どうしても何かを変 えるというときは、必ずでてくるも

のなので、知らないうちに決まっていて納得できないということが

ないようにＰＴＡとの連携をしたうえで、 子どもたちをがっかりさ

せないように保護者やＰＴＡ役員さんと一緒になって考えていく 、  

  一度にではなく徐々に変えるとか、ともすると働き方改革が先導と

いうような捉えられ方をされてしまわないように、保護者への説明

をより丁寧に細やかに配慮し、またＰＴＡとしっかり連携をとって

いただきたいです。とても必要なことだと思います。  

   （教育長）  

   指導課長から中学校の部活動の改善について 聞かせてください。  

   （指導課長）  

   働き方改革で直接関わるところで、中学校の先生の勤務時間が長

い、あるいは運動部の運営方針ということが全国的な課題でもあり、

これは県からの指導でもありますが、 坂東市では昨年度から 各中学
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校の部活動の運営方針が提出されております。現在のところ部活動

の休養日として学期中は週当たり２日 以上休養日を設定する、長期

休業中は学期中の休業日に準じた休養日の設定をする、１日目は土

日のどちらか２日目は月曜日を完全休養日とすることになっており

ます。１日の活動時間は、平日は２時間程度、休業 日は３時間程度、

長期休業日は休業日に準じた時間とするという設定をしております。 

   （市長）  

   ありがとうございました。各委員のみなさまには大変貴重なご意

見を賜りながら予定させていただいた協議事項につきましては、す

べて終了させて いただきます。今後とも皆さま方から逐次ご意見等

をいただき教育の課題等について協議させていただければと思いま

す。本日のいろいろなやりとりの中で共通認識を持ち情報を共有す

るということが、ひとつのキーワードのような気がしますので今後

ともどうぞよろしくお願い申し上げまして進行を事務局に 戻します。 

  （山口委員）  

   最後によろしいでしょうか。以前、 生子菅小学校と弓馬田小学校

のプールが故障して使用できず、 限られた時間で移動し市民プール

で授業を行うということがありましたが、プールの改修が終了して、

おらが学校のプールで教育を受け られるようになったことは本当に

良かったと思います。ありがとうございました。  

 

○閉  会  

事務局から閉会の宣言がなされた。  

 

 


